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予 算 説明書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

18～19
２

総務費
１

総務管理費
５

会計管理費
1-1 会計管理費事務費

千円
３３，４８２

地方公共団体と指定金融機関との経費負担については、総務省において、公金収納等事務の適正な経費負担とな
るような見直しを行うよう、令和４年３月に各地方公共団体に対し、通知が行われたところである。（参考資料１参照）

また、銀行間の振込において、送金元の銀行が送金先の銀行に対して支払う銀行間手数料について、全国的に「内
国為替制度運営費（※）」へ移行し、コストを適切に反映した単価62円/件（税抜）に統一されるとともに、これまで無料
であった公金の支出に係る振込（給与・賞与の振込は除く）についても令和６年10月から当該単価が適用され、送金
元の銀行の負担が新たに発生することとなる。（参考資料２参照）

このような中、長崎県下の全自治体の指定金融機関である㈱十八親和銀行から、これまでは原則無料としていた公
金の支出に係る振込（給与・賞与の振込は除く）について、令和６年10月以降、内国為替制度運営費を含む経費を負
担してほしい旨の要望があったことから、単価についての妥当性を検討したうえで、県下全自治体で統一した手数料
を負担しようとするもの。

１ 概 要

※ 内国為替制度運営費・・・銀行間の振込において、送金元銀行が送金先銀行に対して全国統一単価で支払う
こととされている費用。従来、「銀行間手数料」として１件３万円未満の振込は117円、３万円以上は162円、
公金は無料とされていたが、コストが不明なまま長年同一額となっていたことが問題視され、令和２年７月
の成長戦略実行計画の閣議決定を受け、（一社）全国銀行資金決済ネットワーク（全銀ネット）が定める「内
国為替制度運営費」へ移行し、一律62円へ引き下げられ、公金の振込についても令和６年10月から当該運
営費の対象となる。
【62円の積算の内訳（①+②）】

① 全銀ネット加盟銀行のシステム費・人件費・運営費等の送金先対応コストの平均値 50円
② 広く一般企業における利益相当分として算定した額 12円
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区 分

振 込 先

自店（十八親和銀行

長崎市役所支店）宛

ふくおかﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

（FFG）内宛 ※
左記以外の他行宛

データ伝送による振込 無料 （ア） 50円 （イ） 112円

窓口における帳票による振込
3万円未満 （ウ） 300円 （ウ） 300円 （エ） 550円

3万円以上 （オ） 500円 （オ） 500円 （カ） 700円

⑴ １件当たりの振込手数料単価（給与・賞与は対象外）

※ ふくおかフィナンシャルグループ（FFG）・・・十八親和銀行、福岡銀行、熊本銀行、福岡中央銀行、みんなの銀行

(税抜)
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２ 事業内容

⑵ データ伝送による振込に係る単価について
ふくおかフィナンシャルグループ（FFG）内の各金融機関宛の単価が50円となっているが、これは、全国的な統
一単価である内国為替制度運営費における平均的なコスト50円（利益部分の12円は加算しない）と比較して、妥
当であると思料される。
また、他行宛の単価が112円となっているが、上記50円に、振込先金融機関に対して一律に支払われる内国為

替制度運営費62円を加えたものであり、妥当であると思料される。

⑶ 窓口における帳票による振込に係る単価について
時間的にデータ伝送による振込期限までに間に合わない場合など限定的に用いる振込方法であるが、さらなる
デジタル化を推進する意味合いも含めて、十八親和銀行の規定料金（民間取引における手数料）と同一単価と
なっている。
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⑷ 積算根拠（件数は令和４年度実績に基づく見込み件数）

（ア） 50円×763,022件＝38,151,100円
（イ） 112円×185,768件＝20,806,016円
（ウ） 300円×1,210件＝363,000円
（エ） 550円×340件＝187,000円
（オ） 500円×1,978件＝989,000円
（カ） 700円×541件＝378,700円

（ア）～（カ）の合計×1/2（半年分）×1.1≒33,482千円

(税抜)

区 分
振 込 先

自店宛 FFG内宛 他行宛

EBサービス（データ伝送）による振込
3万円未満 無料 100円 300円

3万円以上 無料 300円 500円

法人インターネットバンキングによる振込
3万円未満 無料 50円 400円

3万円以上 無料 100円 600円

窓口における帳票による振込
3万円未満 300円 300円 550円

3万円以上 500円 500円 700円

(参考１)民間取引における十八親和銀行の規定料金



事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
３３，４８２

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円
３３，４８２

※内国為替制度運営費分については、普通交付税措置の対象となる。
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(税抜)

3 財源内訳

(参考２)九州内中核市・政令指定都市・県庁所在市の状況（佐世保市は長崎市と同一内容であるため除く）

区 分 長崎市 福岡市 北九州市 久留米市 熊本市 鹿児島市 佐賀市 大分市 宮崎市

伝送

自店宛 無 料 50円 50円 50円 無 料 無 料

金融機関と協議中

自行宛 50円 50円 50円 50円 100円 50円

他行宛 112円 112円 112円 112円 162円 112円

帳票

自行宛

3万円未満 300円 50円 50円 50円 300円 150円

3万円以上 500円 50円 50円 50円 500円 250円

他行宛

3万円未満 550円 112円 112円 112円 600円 300円

3万円以上 700円 112円 112円 112円 800円 400円
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参考資料１

（略）
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（略）

（以下略）
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参考資料２
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